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令和４年度上尾市水道事業会計予算 

（総  則） 

第１条  令和４年度上尾市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

  （１）給 水 戸 数 １０２,５００戸 

（２）年 間 総 給 水 量  ２１,２９４,０００㎥ 

（３）一 日 平 均 給 水 量 ５８,３４０㎥ 

（４）主要な建設改良事業

 配水施設整備事業   事業費  ６０６,９７５千円 

浄水施設整備事業   事業費  ４４４,５５７千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

  第１款   水道事業収益   ４,４４４,０００千円 

    第１項   営業収益   ４,１８１,５１２千円 

    第２項   営業外収益     ２６２,４８８千円 

支 出 

  第１款   水道事業費用   ４,２５９,０００千円 

    第１項   営業費用   ４,０８４,３９７千円 

    第２項   営業外費用    １４７,５６６千円 

 第３項   予 備 費      ２７,０３７千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，１３２，０００千円 

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９０，３７８千円、減債積立金８２，０００千円及び過年度分損益勘定留保資金 

９５９，６２２千円で補填するものとする。）。 

収               入 

  第１款   資本的収入  ５７８,０００千円 

    第１項   企 業 債   ３６０,０００千円 

第２項   一般会計負担金  １６,７９５千円 

    第３項   分 担 金   １４６,０３６千円 

  第４項   負 担 金 ５,１６９千円 

  第５項  補 助 金  ５０,０００千円 

  支 出 

  第１款   資本的支出   １,７１０,０００千円 

    第１項   建設改良費   １,２２０,９０１千円 

    第２項   企業債償還金    ４７９,７７３千円 

  第３項   予 備 費  ９,３２６千円 

（企業債） 

第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

単位:千円 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

配水施設整備事業 360,000 

普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0％以内。 

ただし、利率見直し方式で借り

入れる資金について、利率の見直

しを行った後においては、当該見

直し後の利率。 

借入先の融通条件による。 

ただし、企業財政の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは

繰上償還し、又は低利に借換えするこ

とができる。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。    

  （１）営業費用及び営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

  （１）職員給与費                     ４５１,８７７千円 

（他会計からの補助金） 

第８条 事業費に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、６０１千円である。 

（たな卸資産の購入限度額） 

第９条  たな卸資産の購入限度額は、１００,０００千円と定める。 

 

    令和４年２月１８日提出 

上 尾 市 長            畠 山  稔 
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収益的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備 考

1 水 道 事 業 収 益 ４,４４４,０００

1 営 業 収 益 ４,１８１,５１２

1 給 水 収 益 ３,８４６,３０５

2 そ の 他 営 業 収 益 ３３５,２０７

2 営 業 外 収 益 ２６２,４８８

1 受 取 利 息 １,９２１

2 他 会 計 補 助 金 ６０１

3 長 期 前 受 金 戻 入 ２５５,０１４

4 雑 収 益 ４,９５２

支   出 単位：千円

    予  定  額     備 考

1 水 道 事 業 費 用 ４,２５９,０００

1 営 業 費 用 ４,０８４,３９７

1 取 水 及 び 浄 水 費 １,６５７,６２７

2 配 水 及 び 給 水 費 ９６２,４７４

3 業 務 費 ２７１,２５０

4 総 係 費 １５０,２６１

5 減 価 償 却 費 ９４３,６９８

6 資 産 減 耗 費 ２５,５００

7 そ の 他 営 業 費 用 ７３,５８７

2 営 業 外 費 用 １４７,５６６

1 支 払 利 息 ７４,２６５

2 消費税及び地方消費税 ７２,３５２

3 雑 支 出 ９４９

3 予 備 費 ２７,０３７

1 予 備 費 ２７,０３７

令和４年度上尾市水道事業会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目
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資本的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備 考

1 資 本 的 収 入 ５７８,０００

1 企 業 債 ３６０,０００

1 企 業 債 ３６０,０００

2 一 般 会 計 負 担 金 １６,７９５

1 一 般 会 計 負 担 金 １６,７９５

3 分 担 金 １４６,０３６

1 分 担 金 １４６,０３６

4 負 担 金 ５,１６９

1 工 事 負 担 金 ５,１６９

5 補 助 金 ５０,０００

1 県 支 出 金 ５０,０００

支   出 単位：千円

    予  定  額     備 考

1 資 本 的 支 出 １,７１０,０００

1 建 設 改 良 費 １,２２０,９０１

1 配 水 施 設 整 備 費 ６０６,９７５

2 浄 水 施 設 整 備 費 ４４４,５５７

3 委 託 料 ６９,０８４

4 事 務 費 ７７,５５２

5 営 業 設 備 費 ５,８４４

6 固 定 資 産 購 入 費 １,７７２

7 用 地 費 １５,１１７

2 企 業 債 償 還 金 ４７９,７７３

1 企 業 債 償 還 金 ４７９,７７３

3 予 備 費 ９,３２６

1 予 備 費 ９,３２６

款 項 目

款 項 目
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単位：千円

１ 業　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

当年度純利益 126,208

減価償却費 943,698

資産減耗費 25,500

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 731

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,032

長期前受金戻入額 △ 255,014

受取利息 △ 1,921

支払利息 74,265

未収金の増減額（△は増加） 7,991

未払金の増減額（△は減少） △ 350,673

小計 566,291

利息の受取額 1,921

利息の支払額 △ 74,265

業務活動によるキャッシュ・フロー 493,947

２ 投　資　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,127,649

国庫補助金等による収入 187,459

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 16,795

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 923,395

令和４年度上尾市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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３ 財　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 360,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 479,773

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 119,773

資金増加額（又は減少額） △ 549,221

資金期首残高 4,849,474

資金期末残高 4,300,253
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１ 総 括
単位：千円

( )内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員で外書き

単位：千円

ア　会計年度任用職員以外 単位：千円

( )内は、再任用短時間勤務職員で外書き
単位：千円

3,000 2 1,200 △ 3,459 0比　　　較 △ 60 84 △ 1,392 △ 156 0

0 14,000 90 4,800 87,503 0

17,000 92 6,000 84,044 0

前　年　度 7,248 12,648 6,864 4,056

本　年　度 7,188 12,732 5,472 3,900 0

特殊勤務手当 時間外勤務手当
管理職員特別

勤務手当
管理職手当 期末勤勉手当 退職給付費

△ 469 2,626 2,157
1

手当の内訳

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

335,737 103,398 439,135
47

比 較 0
(0)

0 312 △ 781

前 年 度 15
(2)

228 198,300 137,209

335,268

区　　　　分

職 員 数

106,024 441,292
48

本 年 度 15
(2)

228 198,612 136,428

給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計特 別 職
（人）

一 般 職
（人）

報　　酬 給　　料 手    当 計

3,000 2 1,200 △ 3,398 0比　　　較 △ 60 65 △ 1,392 △ 125 0

14,000 90 4,800 88,303 0前　年　度 7,248 13,177 6,864 4,259 0

17,000 92 6,000 84,905 0本　年　度 7,188 13,242 5,472 4,134 0

時間外勤務手当
管理職員特別

勤務手当
管理職手当 期末勤勉手当 退職給付費

2,406 1,860
1

手当の内訳

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

104,169 450,017
47

比 較 0
(0)

0 162 △ 708 △ 546

106,575 451,877
48

前 年 度 15
(10)

228 206,879 138,741 345,848

手    当 計

本 年 度 15
(10)

228 207,041 138,033 345,302

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　分

職 員 数 給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計特 別 職
（人）

一 般 職
（人）

報　　酬 給　　料
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イ　会計年度任用職員 単位：千円

( )内は、パートタイム会計年度任用職員で外書き
単位：千円

２　給料及び手当の増減額の明細
単位：千円

1．給与改定に伴う増減分  給与改定の状況

給料の改定率

給与改定実施時期
2．昇給に伴う増加分  平均昇給率1.43％

２号給 0 人

４号給 35 人
６号給 人
８号給 人

3．その他の増減分  職員数の異動状況

人 人 人

人 人 人

人 人 人

1．制度改正に伴う増減分  給与改定に伴う手当改正分

2．その他の増減分

手    当 △ 708 △ 2,424 ―

1,716

前年度 41 6 47

増　減 0 1 1

号給別職員数

△ 2,205

現に在職
する職員数 その他 計

本年度 41 7 48

前年度
―

―
2,367

（号給数） （職員数）

区　　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　　考

給　　料 162 ―

前　年　度 529 203 799

比　　　較 △ 19 31 62

0

手当の内訳

区　　　分 地域手当 通勤手当 期末勤勉手当

本　年　度 510 234 861

10,881
0

比 較
(0)

0 △ 150 74 △ 76 △ 220 △ 296

551 10,585
0

前 年 度
(8)

0 8,579 1,531 10,110 771

報　　酬 給　　料 手    当 計

本 年 度
(8)

0 8,429 1,605 10,034

区　　　　分
職 員 数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　計
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３　給料及び手当の状況
(１) 職員１人当たり給与 単位：円

(２) 初任給 単位：円

(３) 級別職員数

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ ) （ )

( )内は、再任用短時間勤務職員で外書き
（級別の基準となる職務）

部　長
技　師

5　級 6　級 7　級

行　　政　　職
主　事

主　任 主　査 副主幹 課　長 次　長

100.0

41 100.0 41 100.0

区 分 1　級 2　級 3　級 4　級

計
2 100.0

計
3

1 2.4 1 2.4

0.0 1 2.4

7　級 7　級

7 17.1 5 12.2

6　級 6　級

4 9.8 4 9.8

5　級 5　級

11 26.8 11 26.8

4　級 4　級

100.0

16 39.0 16 39.1

3　級 3　級

2 4.9 3 7.3

2　級
2 100.0

2　級
3

級 職員数（人） 構成比（％）

令和4年1月1日現在

1　級

令和3年1月1日現在

1　級

188,700 188,700 195,500

区 分
事 務 ・ 技 術 職

区 分
事 務 ・ 技 術 職

級 職員数（人） 構成比（％）

大　学　卒 188,700 188,700 195,500

令和3年1月1日現在
高　校　卒 160,100 160,100 165,900

大　学　卒

区 分 事務・技術職
一 般 会 計 の 制 度

行　政　職 消　防　職

令和4年1月1日現在
高　校　卒 160,100 160,100 165,900

令和3年1月1日現在

平均給料月額 321,778

平均給与月額 364,778

平均年齢(歳) 42.4

区 分 事務・技術職

令和4年1月1日現在

平均給料月額 333,641

平均給与月額 383,330

平均年齢(歳) 43.2
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(４) 昇給

〔Ａ〕

〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕
〔Ａ〕
〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕

(５) 特殊勤務手当

(６) 期末手当・勤勉手当 単位：月分

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

( )内は、再任用職員及び再任用短時間勤務職員に係る支給率

有
2.150 2.150 4.300

一般会計の制度
1.125 1.125 2.250

2.350
有

2.225 2.225 4.450

有
2.150 2.150 4.300

前 年 度
1.175 1.175

職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　考
6月 12月

本 年 度
1.125 1.125 2.250

代表的な特殊勤務手当の名称 危険手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.0 0.0

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 0.0 0.0

（令和4年1月1日現在）

比 率 （％） 87.2 87.2

区 分 全 職 種 事務・技術職

前
年
度 6号給 （人） 0 0

8号給 （人） 0 0

2号給 （人） 2 2
4号給 （人） 39 39

（人） 47 47
昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 41 41

号 給 数 別 内 訳

8号給 （人） 0 0
比 率 （％） 72.9 72.9
職 員 数

（人） 35 35

6号給 （人） 0 0

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 35 35

号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 0 0

4号給

区 分 合　計 事務・技術職

本
年
度

職 員 数 （人） 48 48
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(７) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 単位：月分

(８) その他の手当

一般会計の制度
（支 給 率 等）

24.586875

通　勤　手　当 同

地　域　手　当 同

住　居　手　当 同

区 分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同

33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

その他の加算措置等

（2～45％加算）

備　　考

（2～45％加算）

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
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単位：千円

期　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額 損 益 勘 定 留 保 資 金 等

次亜塩素酸ナトリウム購入 42,452 － － 令和4年度 42,452 42,452

水質検査・総合管理業務 20,482 － － 令和4年度 20,482 20,482

水質モニター保守点検業務 10,494 － － 令和4年度 10,494 10,494

定期管洗浄業務 9,823 － － 令和4年度 9,823 9,823

管洗浄業務（北部系） 30,899 － － 令和4年度 30,899 30,899

管路維持管理業務 33,803 － － 令和4年度 33,803 33,803

上水道漏水修繕待機及び下水道補修待機業務 64,592 － － 令和4年度 64,592 64,592

水道事業ビジョン等改定支援業務 8,683 － － 令和4年度 8,683 8,683

債務負担行為に関する調書

事　　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払

義 務 発 生 ( 見 込 ) 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払

義 務 発 生 予 定 額
左 の 財 源 内 訳
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単位：千円  

1

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,746,086

ロ 建 物 1,373,859

減 価 償 却 累 計 額 △ 905,486 468,373

ハ 構 築 物 40,573,886

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,507,413 22,066,473

ニ 機 械 及 び 装 置 6,493,610

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,776,159 1,717,451

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 97,120

減 価 償 却 累 計 額 △ 81,785 15,335

ヘ 建 設 仮 勘 定 95,269

有 形 固 定 資 産 合 計 26,108,987

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 1,553

無 形 固 定 資 産 合 計 1,553

（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 1,662

ロ 破 産 更 生 債 権 等 17,061

貸 倒 引 当 金 △ 17,061

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 1,662

固 定 資 産 合 計 26,112,202

令和４年度上尾市水道事業予定貸借対照表 （当年度分）

（令和５年３月３１日）

資    産    の    部

固  定  資  産
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２

（１） 現 金 預 金 4,300,253

（２） 未 収 金 409,519

貸 倒 引 当 金 △ 12,930 396,589

（３） 貯 蔵 品 21,409

流 動 資 産 合 計 4,718,251

資 産 合 計 30,830,453

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

3,149,069

企 業 債 合 計 3,149,069

（２） 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 328,393

引 当 金 合 計 328,393

固 定 負 債 合 計 3,477,462

４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

427,820

企 業 債 合 計 427,820

（２） 未 払 金 423,301

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 33,568

引 当 金 合 計 33,568

（４） そ の 他 流 動 負 債 35,000

流 動 負 債 合 計 919,689

流  動  資  産

負    債    の    部

固  定  負  債
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５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

イ 分 担 金 4,438,209

収 益 化 累 計 額 △ 1,713,646 2,724,563

ロ 負 担 金 2,936,607

収 益 化 累 計 額 △ 2,356,808 579,799

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 3,653,085

収 益 化 累 計 額 △ 1,412,319 2,240,766

ニ 一 般 会 計 負 担 金 740,437

収 益 化 累 計 額 △ 395,880 344,557

ホ 補 助 金 540,735

収 益 化 累 計 額 △ 173,968 366,767

繰 延 収 益 合 計 6,256,452

負 債 合 計 10,653,603

６ 18,571,193

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 分 担 金 231,035

ロ 負 担 金 289,658

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 375,998

ニ 一 般 会 計 負 担 金 151,293

ホ 補 助 金 2,000

資 本 剰 余 金 合 計 1,049,984

資    本    の    部

資    本    金

剰    余    金
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（２） 利 益 剰 余 金

イ 利 益 積 立 金 343,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 212,673

利 益 剰 余 金 合 計 555,673

剰 余 金 合 計 1,605,657

資 本 合 計 20,176,850

負 債 資 本 合 計 30,830,453
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１．重要な会計方針に関する注記

（１） 資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品は、先入先出法を採用している。

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法　定額法による。

ただし、機械及び装置のうち、取替資産については取替法を採用している。

・主な耐用年数

建物 １７年～５０年

構築物 　８年～６０年

機械及び装置 　６年～４０年

工具、器具及び備品 　５年～１５年

②リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

（３）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

令和４年度上尾市水道事業注記（当年度分）

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末在職職員にかかる退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合
事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（４）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 25,579 千円

１年超 86,390 千円

111,969 千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

該当事項なし
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単位：千円 

1

（１） 給 水 収 益 3,507,610

（２） そ の 他 営 業 収 益 295,540 3,803,150

２

（１） 取 水 及 び 浄 水 費 1,508,110

（２） 配 水 及 び 給 水 費 886,632

（３） 業 務 費 242,661

（４） 総 係 費 142,380

（５） 減 価 償 却 費 939,056

（６） 資 産 減 耗 費 136,142

（７） そ の 他 営 業 費 用 47,195 3,902,176

営 業 利 益 △ 99,026

３

（１） 受 取 利 息 2,205

（２） 他 会 計 補 助 金 592

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 247,559

（４） 雑 収 益 3,932 254,288

営  業  外  収  益

令和３年度上尾市水道事業予定損益計算書 （前年度分）

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営  業  収  益

営 業  費  用
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４

（１） 支 払 利 息 72,491

（２） 雑 支 出 1,122 73,613 180,675

経 常 利 益 81,649

当 年 度 純 利 益 81,649

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 4,816

その他の未処分利益剰余金変動額 1,610,000

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 1,696,465

営  業  外  費  用
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単位：千円  

1 固  定  資  産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,730,969

ロ 建 物 1,363,025

減 価 償 却 累 計 額 △ 885,062 477,963

ハ 構 築 物 39,362,097

減 価 償 却 累 計 額 △ 17,679,844 21,682,253

ニ 機 械 及 び 装 置 6,054,576

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,683,235 1,371,341

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 95,510

減 価 償 却 累 計 額 △ 79,004 16,506

ヘ 建 設 仮 勘 定 670,818

有 形 固 定 資 産 合 計 25,949,850

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 1,553

無 形 固 定 資 産 合 計 1,553

（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 1,662

ロ 破 産 更 生 債 権 等 18,782

貸 倒 引 当 金 △ 18,782

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 1,662

固 定 資 産 合 計 25,953,065

令和３年度上尾市水道事業予定貸借対照表 （前年度分）

（令和４年３月３１日）

資    産    の    部
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２ 流  動  資  産

（１） 現 金 預 金 4,849,474

（２） 未 収 金 415,789

貸 倒 引 当 金 △ 14,241 401,548

（３） 貯 蔵 品 22,409

流 動 資 産 合 計 5,273,431

資 産 合 計 31,226,496

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

3,216,889

企 業 債 合 計 3,216,889

（２） 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 328,393

引 当 金 合 計 328,393

固 定 負 債 合 計 3,545,282

４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

479,773

企 業 債 合 計 479,773

（２） 未 払 金 773,974

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 34,613

引 当 金 合 計 34,613

（４） そ の 他 流 動 負 債 35,000

流 動 負 債 合 計 1,323,360

負    債    の    部

固  定  負  債
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５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

イ 分 担 金 4,306,849

収 益 化 累 計 額 △ 1,628,547 2,678,302

ロ 負 担 金 2,935,408

収 益 化 累 計 額 △ 2,307,675 627,733

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 3,656,485

収 益 化 累 計 額 △ 1,324,644 2,331,841

ニ 一 般 会 計 負 担 金 724,242

収 益 化 累 計 額 △ 382,012 342,230

ホ 補 助 金 490,785

収 益 化 累 計 額 △ 163,679 327,106

繰 延 収 益 合 計 6,307,212

負 債 合 計 11,175,854

６ 16,961,193

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 分 担 金 231,035

ロ 負 担 金 289,658

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 375,998

ニ 一 般 会 計 負 担 金 151,293

ホ 補 助 金 2,000

資 本 剰 余 金 合 計 1,049,984

（２） 利 益 剰 余 金

イ 利 益 積 立 金 343,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 1,696,465

利 益 剰 余 金 合 計 2,039,465

剰 余 金 合 計 3,089,449

資 本 合 計 20,050,642

負 債 資 本 合 計 31,226,496

資    本    金

剰    余    金

資    本    の    部
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１．重要な会計方針に関する注記

（１）  資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品は、先入先出法を採用している。

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法　定額法による。

　ただし、機械及び装置のうち、取替資産については取替法を採用している。

・主な耐用年数

　建物 １７年～５０年

　構築物 　８年～６０年

　機械及び装置 　６年～４０年

　工具、器具及び備品 　５年～１５年

②リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

（３）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

令和３年度上尾市水道事業注記（前年度分）

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末在職職員にかかる退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合
事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（４）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 13,295 千円

１年超 111,969 千円

125,264 千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

該当事項なし

該当事項なし
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